
EY  |  Building a better working world
EYは、クライアント、EYのメンバー、社会、そして地球のため
に新たな価値を創出するとともに、資本市場における信頼を
確立していくことで、より良い社会の構築を目指しています
。

データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EYのチ
ームはクライアントが確信を持って未来を形づくるための支
援を行い、現在、そして未来における喫緊の課題への解決策
を導き出します。

EYのチームの活動領域は、アシュアランス、コンサルティン
グ、税務、ストラテジー、トランザクションの全領域にわたり
ます。蓄積した業界の知見やグローバルに連携したさまざま
な分野にわたるネットワーク、多様なエコシステムパートナ
ーに支えられ、150以上の国と地域でサービスを提供してい
ます。

All in to shape the future with confidence. 

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグロー
バルネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、
各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤ
ング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧
客サービスは提供していません。EY による個人情報の取得・利用の方法
や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利につい
ては、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現
地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはあ
りません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について
EY 新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであ
り、監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供
しています。詳しくは ey.com/ja_jp/about-us/ey-shinnihon-llc をご
覧ください。
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自社

クライアント 経済社会

長期的視点での
価値創造
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EY新日本有限責任監査法人 EY税理士法人 EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
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多種多彩な監査業務（複雑性・規模）

IPO監査・IPO業務（アドバイザリー）

各種セクター活動

サステナビリティ関連業務

パブリック

グローバル業務（日系グローバル・外資系リファーラル）

非監査／ IFRSアドバイザリー業務

地区事務所
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Tax

Strategy and 
Transactions
業務収入 : 
62億米ドル

業務収入 : 
127 億米ドル

Consulting

Assurance

業務収入 : 
164億米ドル

業務収入 : 
179億米ドル
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Smart
Audit

Digital
Trust

Professionals
& CoEs

Assurance 4.0

先端テクノロジー活用でリアルタイムなデータ連
携、グローバル共通のセントラル監査を実現して
リスクを早期に検知するとともに、セクター知見を
生かしたインサイトを提供する

公認会計士やITのプロフェッショナルのみなら
ず、データサイエンティストやエンジニアなど
多彩なプロフェッショナルが一体となり、次代
のデジタル監査・保証サービスを担う

データやテクノロジーを利用したクライアントの内
部統制（アナリティクス、サイバーセキュリティ、
データガバナンスなど）に対して第三者の立場で
助言、評価、保証する

「オペレーション」「アナリティクス」「オートメーショ
ン」の3つのCoEが次代のデジタル監査・保証サー
ビスを組織的に支援

3つの CoE（Center of Excellence）多彩なプロフェッショナル

次代のデジタル保証サービス次代のデジタル監査サービス

グループガバナンス向上に貢献 デジタルガバナンス向上に貢献

知の深化 知の探索

クライアントコミュニケーションの深化

価値 双方の生産性向上 監査品質の向上 リスク検知やインサイト提供 資本市場の信頼性の向上
デジタル社会の健全な発展

目指す姿
Smart Audit

グローバル共通の
セントラル監査

インサイトを
提供する
セクター

フォーカス監査

サプライズを
なくす

リアルタイム監査

•

•データの連携と分析手法の変革

人材と担い手の変革

テクノロジーと監査メソドロジーの融合

EY Assurance 4.0 継続的監査手法Assurance3.0精査的手法Assurance 2.0 試査Assurance1.0精査

デ
ジ
タ
ル

ヒ
ト

データ自動連携

AIの活用

データアナリティクスの導入

テクノロジー人材の関与×デジタルリテラシー向上
グローバル
セクター

ヒトからロボットへ
ヒト（会計士）からヒト（監査アシスタント）へ

監査プラットフォームの利用

監査プロフェッショナル
の進化

CoEの
活用

グループ
ガバナンス
向上に貢献

紙で提出監査先
企業 デジタイゼーション デジタライゼーション デジタルトランスフォーメーション

データで提出 ERP常時接続
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価値を届ける人

エントリー
レベル1

レベル2
レベル3

レベル4
レベル5

ビギナー
エキスパート

アドバンスド
マスター

価値を創る人

活用する 開発する理解する
デジタルアセット・ツールを

EYメンバーが
基礎的なスキルとして
到達するレベル

新たなリスク要因

新たなリスク要因

SCOTsおよび
重要な開示の理解
アサーションレベル

起こり得るエラー

リスク要因

ビジネスや取引形態の変化

データファースト
アプローチ

ビジネスおよび
ビジネス環境の理解

■
■

■

財務諸表全体レベル
アサーションレベル

重要な
虚偽表示
リスク

全量データ分析
●：取引　■：監査範囲 ■：正常な取引範囲（推定） ：リスクのある異常値
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テクノ
ロジー

メディア・
エンターテインメント

アセット
マネジメント

テレコム保険

商社銀行・証券

石油・天然ガス消費財・小売

鉱業・金属

電力・
ユーティリティ

ライフサイエンス不動産・
ホスピタリティ・建設

モビリティ

製造業・化学

ヘルスケア
ガバメント・
パブリック

各監査   チーム

監査現場で　の最新情報と
セクターナレッ　ジの相乗効果で、

 対応力の強化をも　たらす好循環を創出

経営者目線　の情報提供

実態に即し　た監査判断

顧客課題　に迅速対応

セクター　ナレッジ

部門横断的なコ　ラボレーション

情報共　有・討議

テーマ別の　研究・研修

フィード
バック

参加
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セクター
ナレッジ
コンテンツ

YouTube

企業
会計ナビ

情報
センサー書籍出版

9冊

本

25件

17
業種
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製造業・化学

ヘルスケア
ガバメント・
パブリック

各監査   チーム

監査現場で　の最新情報と
セクターナレッ　ジの相乗効果で、

対応力の強化をも　たらす好循環を創出

経営者目線 の情報提供

実態に即し　た監査判断

顧客課題　に迅速対応

セクター　ナレッジ

部門横断的なコ　ラボレーション

情報共　有・討議

テーマ別の　研究・研修

フィード
バック

参加
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イギリス
イタリア
オランダ
キプロス
スイス
スウェーデン
スペイン
チェコ
ドイツ
ノルウェー
ハンガリー
フランス
ベルギー
ポーランド
ポルトガル
ルーマニア
ルクセンブルク

JBSメンバー数　193名
うち日本からの駐在員　　　 32名

JBSメンバー数　239名
うち日本からの駐在員　　　 65名

JBSメンバー数　205名
うち日本からの駐在員 　　　　30名

アラブ首長国連邦
オマーン
トルコ
ヨルダン
インド（6 都市）
アンゴラ
モザンビーク
南アフリカ

韓国
台湾（5都市）
中国（14都市）
オーストラリア（5都市）
ニュージーランド
グアム
スリランカ

インドネシア
カンボジア
シンガポール
タイ
フィリピン
ベトナム
マレーシア
ミャンマー

アメリカ（26 都市）
アルゼンチン
カナダ
ブラジル

ペルー
メキシコ

EMEIA Asia-Pacific Americas

EMEIA
Asia-Pacific
Americas

海外各地日本国内

被監査会社 海外拠点

親会社
監査チーム JBS

ネットワーク

適切なコミュニケーション

海外各地日本国内

被監査会社 海外拠点

親会社監査チーム 海外EY監査チームJBSネットワーク

適切な
コミュニケーション

適切な
コミュニケーション

被監査会社

海外拠点

日
本
国
内

海
外
各
地

非監査会社

JBSネットワーク
緊密な連携

適切なコミュニケーション

親会社監査チーム

海外EY監査チーム

海外EY
監査チーム
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クライアント

SD office

組織対応 情報開示

情報提供

監査部門
企業情報開示・

保証の
プロフェッショナル

CCaSS
サステナビリティ

情報の
プロフェッショナル

19



Core FAAS
（東京・一般事業会社）

金融 FAAS
（東京・銀行、証券、保険）

■会計および財務報告
■トランザクション／IPO／資本市場
■財務会計ツール・財務会計プロセス
　・財務分析
■財務サポート・ガバナンス対応

FAAS GPS
（東京・官公庁、非営利）

西日本 FAAS

名古屋 FAAS
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TCFDシナリオ分析
■気候変動動向、重要リスク・機会の特定、  シナリ
　オ世界観事業インパクト、対応策検討
GHG排出算定、カーボンゼロ戦略の立案

人権方針策定
人権デューデリジェンス
■業種や事業活動地域に基づくサプライチェーンを
　含む人権リスクの特定／評価
■人権デューデリジェンス戦略策定、同戦略の管理
　体制構築および実施支援

EHS/ESG
■マネジメントシステム構築
■デューデリジェンス法規制対応
■プロダクトスチュワードシップ（化学物質管理）
■生物多様性対応支援（TNFD含む）
■デジタルトランスフォーメーション

主要支援領域

主要支援領域
ESGパフォーマンス情報やサステナビリティレポートの第三者保証業務
■ESGパフォーマンス情報の信頼性および透明性を確保する等の保証業務

*長期企業価値向上にストーリー策定・対外発信支援、ESG評価向上の取組み／定量化の高度化支援
**ESG投融資対応支援、投資責任ポリシー策定支援、SFDR開示対応

気候変動対応戦略

ESGトレンド調査 マテリアリティ分析

*統合報告ストーリー策定／ ESG評価向上、**サステナブルファイナンス

ESG中長期戦略策定 非財務 KPI策定・モニタリング

人権・サプライチェーン・マネジメント 環境・労働安全・衛生（EHS）マネジメント

■ESGトレンドを国・地域別政策・
　産業・競合視点で調査

■企業が取り組むべき ESG課題を
　整理、優先領域を特定

■ESGトレンド、マテリアリティ分
　析に基づき、戦略ロードマップを
　策定

■投資意思決定・目標達成に伴う管
　理手法の精査・策定
■インパクト加重会計

ESG／
サステナビリティ

戦略

特定領域
別戦略

非財務情報開示・保証
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IT Internal Control
ITGC、ITAC、Cyber Securityなどの評価

Digital Auditに向けたデータ分析

テクノロジーに対する保証・認証

構築支援、システム導入アセスメントなど

内部統制高度化など

アセスメント、実行支援など

Data Analytics

SOC/ISMAP/ISO

IT Internal Control

Data Analytics

Privacy & Security

Knowledge

Data監査
保証 ADV

FAIT Core

358名513
People

SOCR

86名
FAIT 金融

110名

全ランク

38.1%
CS SM/M

16.8%

全ランク

7.8%

公認会計士

23名
USCPA

25名
システム
監査技術者

56名

CISA

177名

■さまざまなスペシャリスト

■女性比率 ■外国人比率

Tokyo

499名3
Offices

Osaka

40名
Fukuoka

15名
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　法人B
 15%

　法人C
 10%　法人D

 10%

　その他

 44%

EY新日本
 21%

5年間累計
2021-2025

　2021-2025年

 98社

IPOs
worldwide

2025

過去5年間の
実績

過去10年間の
実績

IPOs
worldwide

2021-2025

IPOs
worldwide

2016-2025

EY 1 1 1

D 2 2 2

B 3 4 3

C 4 3 4

10

2021 2022 2023 2024 2025

20

30

0

40

50
（社） EY新日本 法人B 法人C 法人D
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2つの認定 3つの取得要件4つのランク（スキルの習熟度）

Basic

Core

Advanced

Master
Contribution
（貢献）

Learning
（研修）

Experience
（経験）Digital 

Trust

Smart 
Audit

4つのランクと要件

Basic

Core

Advanced
Master

Contribution（貢献）
卓越した水準での貢献高度な水準での貢献

Experience（経験）

Learning（学習）

IPO認定者

「IPOスペシャリスト」
という肩書が付く！Master

Advanced

Basic

25



品質　グローバル　サステナビリティ　デジタル　セクター　IPO

人材ポートフォリオ

研鑽を重ね公正に業務を遂行する人材
Our valuesの
醸成・定着

真の自立した
プロフェッショナルの
持続的な創造

　　　　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Coaching（コーチング）

目
指
す
べ
き
姿

　

　　
　　　

　　　　　　
　
　
　
　
　
　

Coaching（コーチング）

Experiences（
経
験
）

　　　　
　　
　　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Le

ar
nin

g　（研
修）
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スタッフ シニア シニアマネージャー・マネージャー パートナー

■監査業務のフレームワーク
■監査ツール操作研修
■実査立会確認研修
■企業組織総論
■監査計画と戦略
■各勘定科目の実証手続き   
■内部統制の整備状況評価方法、
   運用状況評価方法
■サンプリング技法
■データアナリティクス基礎
■監査調書作成演習
■内部統制監査
   ほか多数

■新シニア研修
■監査手続の実施と総括
■テクニカルライティング
■監査におけるプロジェクト
   マネジメント
■全般的分析手続きの効果的な実施
■見積取引の識別と実証手続きの
　実施
■統制の不備の評価
   ほか多数

■新シニアマネージャー研修
■新マネージャー研修
■監査業務マネジメント
■初度監査
■専門家の業務の利用
   ほか多数

■新パートナー研修
■パートナー研修会

■ IFRS基礎認定
■ IFRSアップデート など

■サステナビリティ関連研修 など

■税制改正アップデート など

■会計基準アップデートセミナー
■決算留意事項セミナー など

■品質管理アップデート研修
■不正事例研修   ■データアナリティクス研修 など

■銀行業研修  ■学校法人研修・国立大学法人研修
■US基準研修  ■ IPO研修 ■セクターナレッジ研修 など

■情報セキュリティ研修・独立性研修  ■ハラスメント研修  ■コンプライアンス研修 
■贈収賄防止研修  ■ファシリテーション研修
■コーチングワークショップ  ■カウンセラーワークショップ
■フィードバック研修  ■コミュニケーション研修   ■デリゲーション研修　ほか多数
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経験
研修

730

TOEIC
990海外 EYチームとの連携機会の

拡充、グローバル企業の
グループ監査を統括

グローバル認定者制度
英語を使用した
業務経験の機会の拡充

英語による監査体験型研修の
拡充、語学力アップのための
各種支援プログラム

EYのグローバルネットワークが契約
しているオンラインの英語4技能
スキルアップツール

海外派遣プログラム
実践的コミュニケーション
トレーニング

実
践

基
礎

自
己
研
鑽
支
援

G
lobalBusiness
Com

m
unication

Skills training

新
人
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援

オ
ン
ラ
イ
ン
英
会
話

英
語
学
習
コ
ー
チ
ン
グ

グ
ロ
ー
バ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
研
修

TO
EIC

対
策
支
援

Advancedプログラム例：
■若手向け海外派遣プログラム
■コーチング型英語研修
■各種グローバルビジネススキル研修
■外部研修補助・法人割引
■オンライン学習ツール

Intermediate/Beginnerプログラム例：
■コーチング型英語研修
■新人スタートアップ支援
■外部研修補助・法人割引
■オンライン学習ツール
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知識
インプット

成長循環
サイクル

トリガー
動機

実践
事前

インプット

フィード
バック
実践

フィード
バック
振り返り

実践
業務経験

ポイント 1ポイント 3

ポイント 2
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休
業
な
ど
を
取
得
す
る
場
合

仕
事
と
両
立
す
る
場
合

共
通

健康診査など時間の確保※1

年次有給休暇（最大年25日付与）
育児時間※1（1歳まで）

有給休暇（最大年25日付与・有給）

妊活休暇（年20日、無給）

産前休業※1

法定の労働禁止期間
（本人が請求し医師が
認めた場合は産後6週間
での復帰可）

産後休業※1

（配偶者）出産休暇（有給）※2 育児休業（最長2歳まで） 復職研修

時差通勤の実施

休日勤務の制限※1

時間外勤務・深夜勤務の制限※1

看護休暇（年5日、有給）

リモート勤務

コアなしフレックスタイム
（監査部門は選択シフト勤務、中抜け勤務。組み合わせ可）

コアなしフレックスタイム
所定勤務時間（通常7時間）のまま、業務上の必要性を前提として、
自らの判断で複数の勤務パターンから執務時間を選択可

育児コンシェルジュ（育児相談、休業前面談、復職後面談、保活支援など）

休職中のiPad貸与（キャリア継続サポート）

※1 出産する当人のみ利用可能
※2 メンバーの配偶者、パートナーなどが出産する時にメンバーが利用可能

EY Japan独自の制度 法定の制度

出産前後 子育て期

子の看護等休暇（対象者 1 人あたり 5 日、2人以上は最大 10 日。
有給、小学校3年生修了前まで）

子の看護休暇（対象者 1人あたり 5日、2人以上は最大10日まで、有給、小学校就学前まで）

リモート勤務

EY託児（繁忙期）
看護休暇（年5日、有給）

ベビーシッター利用補助（EYが6割負担、病児保育含む、小学校卒業まで）

フレキシブルワークプログラム（②と③の週4日勤務は組み合わせ可）
　①時間外勤務・休日出勤の免除
　②短時間勤務（5時間／日以上7時間／日未満）
　③所定勤務日数の低減（週3日または4日）

フレキシブルワークプログラム

（コロナ禍においては EY託児は中止となり、
ベビーシッター利用料100%補助を利用可能）
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パートナー

シニアマネージャー
／マネージャー

シニア／スタッフ

Gear up

Switch on
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Office
コラボレーション、コミュニケーションを

推進するスペースとして活用

在宅
集中して作業する場として活用

Virtual Work
地域格差のない情報共有のための

各種ツール活用
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対 象 者 2026年度公認会計士試験論文式試験　全科目合格者　および過年度合格者

入  社  日 2027年2月1日

契 約 期 間 期間の定めなし（試用期間あり：6カ月）

業 務 内 容 （雇い入れ直後）クライアントサービス業務 
（変更の範囲）上記以外に法人が指定する業務に従事することはあり得る 

勤  務  地 （雇い入れ直後）全国の事務所・オフィス
（変更の範囲）上記以外に法人が指定する場所にて就業することはあり得る 

勤 務 時 間  9:30～17:30（うち休憩1時間）※選択シフト勤務制度あり ※時間外勤務あり ※変形労働時間制適応の場合あり

給 与

当法人の給与規程による
賞与：年 2回（6月・12月）、別途業績・貢献度に応じて追加支給あり
昇給：年 1回　10月
手当：時間外手当、休日勤務手当、通勤手当（全額支給）、出張手当など 

退職金制度 当法人の退職金規程による支給

休 日 ・
休 暇 な ど

土曜日、日曜日、国民の祝日（ただし法人が指定する祝日は除く）、年末年始、創立記念にかかる休日、その他法人が
認めた臨時休日、有給休暇（法定以上）、慶弔休暇、配偶者出産休暇、妊活休暇（無給）、看護・介護休暇、ボランティ
ア休暇、試験休暇（実務補習所修了考査など）

育児・介護 育児・介護に伴う休業制度およびフレキシブルワークプログラム（勤務時間の短縮など）あり ※育児休業：入社6カ月後
から利用可能　※介護休業およびフレキシブルワークプログラム：入社1年後から利用可能

社 会 保 険 健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険

福 利 厚 生

【保険制度】   団体所得補償保険（補助金制度あり）、団体医療保険、海外旅行保険（海外出張の場合）、総合福祉団体
定期保険など

【DC制度】　選択制企業型確定拠出年金（CODA）

【クラブ活動】  野球部、サッカー部、バスケットボール部、テニス部、スキー・スノーボード部、フットサル部、剣道部、ゴルフ
部、ランニング部、着付部、華道部、陶芸部、茶道部、カラオケ部、トレッキング部、サウナ&スパ部など

【ベビーシッター利用料等補助制度】  個人契約ベビーシッター派遣会社、および、その他のサービス（延長保育料など）
に対する補助対象の利用料の60%補助

【法人契約スポーツクラブ】  コナミスポーツ、ルネサンス

【メンバー制の別荘】  日本オーナーズクラブ、星野リゾート・トマムなど

実 務 補 習 実務補習所への通学を優先しており、出張などは重ならないよう配慮し、任意の日帰り・宿泊補習に参加した場合は
費用を負担し、論文提出の際も最大限の便宜を図っています

そ の 他 公認会計士協会登録費用、年会費などを法人で全額負担しています
■ノート型パソコンを全員に貸与します ■リモート勤務制度
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社　員 職　員 合　計

公 認 会 計 士 542名 2,612名 3,154名

公認会計士試験
合 格 者 等 － 1,342名 1,342名

そ の 他 23名 2,182名 2,205名

合 計 565名 6,136名 6,701名

対 象 者 2026年度公認会計士試験論文式試験　全科目合格者　および過年度合格者

入  社  日 2027年2月1日

契 約 期 間 期間の定めなし（試用期間あり：6カ月）

業 務 内 容 （雇い入れ直後）クライアントサービス業務 
（変更の範囲）上記以外に法人が指定する業務に従事することはあり得る 

勤  務  地 （雇い入れ直後）全国の事務所・オフィス
（変更の範囲）上記以外に法人が指定する場所にて就業することはあり得る 

勤 務 時 間  9:30～17:30（うち休憩1時間）※選択シフト勤務制度あり ※時間外勤務あり ※変形労働時間制適応の場合あり

給 与

当法人の給与規程による
賞与：年 2回（6月・12月）、別途業績・貢献度に応じて追加支給あり
昇給：年 1回　10月
手当：時間外手当、休日勤務手当、通勤手当（全額支給）、出張手当など 

退職金制度 当法人の退職金規程による支給

休 日 ・
休 暇 な ど

土曜日、日曜日、国民の祝日（ただし法人が指定する祝日は除く）、年末年始、創立記念にかかる休日、その他法人が
認めた臨時休日、有給休暇（法定以上）、慶弔休暇、配偶者出産休暇、妊活休暇（無給）、看護・介護休暇、ボランティ
ア休暇、試験休暇（実務補習所修了考査など）

育児・介護 育児・介護に伴う休業制度およびフレキシブルワークプログラム（勤務時間の短縮など）あり ※育児休業：入社6カ月後
から利用可能　※介護休業およびフレキシブルワークプログラム：入社1年後から利用可能

社 会 保 険 健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険

福 利 厚 生

【保険制度】   団体所得補償保険（補助金制度あり）、団体医療保険、海外旅行保険（海外出張の場合）、総合福祉団体
定期保険など

【DC制度】　選択制企業型確定拠出年金（CODA）

【クラブ活動】  野球部、サッカー部、バスケットボール部、テニス部、スキー・スノーボード部、フットサル部、剣道部、ゴルフ
部、ランニング部、着付部、華道部、陶芸部、茶道部、カラオケ部、トレッキング部、サウナ&スパ部など

【ベビーシッター利用料等補助制度】  個人契約ベビーシッター派遣会社、および、その他のサービス（延長保育料など）
に対する補助対象の利用料の60%補助

【法人契約スポーツクラブ】  コナミスポーツ、ルネサンス

【メンバー制の別荘】  日本オーナーズクラブ、星野リゾート・トマムなど

実 務 補 習 実務補習所への通学を優先しており、出張などは重ならないよう配慮し、任意の日帰り・宿泊補習に参加した場合は
費用を負担し、論文提出の際も最大限の便宜を図っています

そ の 他 公認会計士協会登録費用、年会費などを法人で全額負担しています
■ノート型パソコンを全員に貸与します ■リモート勤務制度
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